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研究成果の概要 

 2013～14 年のウクライナ危機及び現在進行形のドンバス戦争では、さまざまな競合する事象解

釈（以下「ナラティブ」という）がメディア空間を席巻した。ロシアがテレビやソーシャルメディ

アで拡散させるナラティブについて研究の蓄積がある一方、それを受けるオーディエンスについて

は十分な研究が行われているとは言い難い。本研究は、国際紛争における戦略ナラティブが、受け

手国側の学者・研究者による受容・解釈のプロセスを通じてオーディエンスに伝達されると捉え、

非民主主義国の戦略ナラティブと民主主義国のアカデミア・ジャーナリズムとの間の関係性を明ら

かにすることを目的にする。 

 日本の事例を取り上げるのは、①日本の政治・社会・メディアでロシアの影響力は限定的である

こと（例えば、欧州各国に見られる「アンチ・ファシスト」ナラティブは日本にはもともと存在せ

ず、ロシア・ナラティブの「影響」を説明する際に指摘される内生性を排除できる）、②日本政府

のナラティブが曖昧でありメディア空間で比較的自由な議論が促されたこと、などの条件が本研究

にとって最適だからである。 

 具体的には、2014～19 年に出版され、ウクライナ危機に一定の評価を与える本及び雑誌記事を

定量的（内容分析・回帰分析）及び定性的（言説）に分析し、①ロシア・ナラティブと日本の研究

者のナラティブの相関、②ロシア・ナラティブを受け入れやすい研究者・媒体の背景、③日本独自

のナラティブ（日露関係等）や国際システム・ナラティブ（地政学等）とイベント・ナラティブ（ウ

クライナ危機）の相互関係を明らかにする。   

 「共同利用型」を通じ、2020 年 8 月、北海道大学スラブ・ユーラシア研究センターで資料収集

を行い、それをもとに博士論文計画 “Who Delivers Russian Strategic Narratives on the Ukraine 

Crisis? The Case of Japan (2014-19)”をまとめ、12月に所属研究所のセミナーで発表した。 

主な発表論文等（雑誌論文、学会発表、図書 等）※謝辞の有無について明記願います。 

 今後、資料の分析を進め、その結果を学会・雑誌で発表していく予定。 

当該研究活動を基に応募中の研究プロジェクト（科研費等） 

 特になし。 

 


